別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名: 大消費地販路拡大ＰＲ事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　農政部　農政課　輸出戦略・広域流通担当　電話番号：058-272-1111（内2825）

　　　　　　　　　　　E-mail： c11411@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,500千円（前年度予算額：6,500千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）全農岐阜県本部や地域の農業関係団体等の行う、販路拡大活動、ＰＲ活動等に対し助成を行う。
①飛騨美濃青果物フェア開催事業
・都内の高級果実専門店等での富有柿・果宝柿キャンペーン、大手食品メーカーとタイアップして行う青果物と加工食品とのクロス販売キャンペーン等、大都市圏での県産農産物の販売促進活動および産地ＰＲ

②飛騨美濃農産物大都市キャンペーン事業
・百貨店や量販店等とのマッチング商談会、量販店舗等での販売フェア開催、量販店やレストランにおける県産農産物のＰＲ活動への支援など新規販路の開拓活動

③県産農産物等イメージアップ事業
・地域イメージを重ね合わせた、地域の特色ある農産物等の新規販路開拓、ＰＲ活動
（２）大阪市、名古屋市等都市部で開催される青空市への生産者出展を支援

①都市部の青空市等への出展
・大阪市、名古屋市等都市部で開催される青空市（マルシェジャポン）において岐阜県ブースを設置し、県内生産者等が新規流通品目を中心にＰＲ販売
	２　所要経費


（1） 生産者団体等による販路拡大活動、ＰＲ活動等支援　5,000千円
（2） 都市部の青空市等への出展　1,500千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

・県産農畜産物を国内外に売り出す

	２　これまでの取組状況


　県産農産物を広く取り扱う全農岐阜県本部による、東海・関西・北陸地域の量販店における販売ＰＲイベント「青果物フェア」を支援することにより、現在流通している地域の量販店における取扱いの維持拡大を図ってきた。

また、全農岐阜県本部による、東京・名古屋・大阪の大消費地における商談会、即売イベントなどの販売促進活動「大都市キャンペーン」を支援することにより、県外の大消地を中心とした県産農産物の将来につながる新規販路の開拓を図ってきた。

平成20年度からは、飛騨・美濃じまん運動の一環として、全農岐阜県本部が取り扱っていない地域密着型の品目や水産物の販路拡大・ＰＲ活動を支援することにより、当該農産物や地域のイメージアップ・ブランドを図ってきた。
	３　これまでの取組に対する評価


産地間競争がますます激化する中、県産農産物の知名度向上、販売の定着、取扱数量の維持・拡大を図るためには、量販店や流通関係者等とタイアップして行う、継続的で地道な販売促進活動が求められる。県は生産者団体と一体となって、長年にわたって産地の育成とともに販売促進活動に取り組んだ結果、特に関西圏・中京圏において、信頼できる産地として、流通関係者との強固な関係を構築できており、県産農産物の有利な販売が実現できている。

一方、新たな品目や首都圏などの新たな市場への新規販路開拓のためには、供給可能量などの産地事情と消費者の購買行動、産地からの距離、イメージなど、それぞれの消費地の特性に合わせた一層の販売促進活動が求められている。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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